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アバディーン・スタンダード・インベストメンツ株式会社
〒100－0004 東京都千代田区大手町１－９－２
大手町フィナンシャルシティ グランキューブ ９階

お問い合わせ窓口 03－4578－2251 
(受付時間は営業日の午前９時から午後５時までです。)
インターネット・ホームページ http://www.aberdeen-asset.co.jp

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
当ファンドの仕組みは次の通りです。 

商 品 分 類 追加型投信／国内／株式 

信 託 期 間 無期限 

運 用 方 針 

グローバルな視点に立って日本の株式市場の
大きな流れを捉え、企業訪問等を中心とした
徹底した調査・分析に基づき個別銘柄を選別
するボトムアップ・アプローチによるアクテ
ィブ運用を行います。長期的な視野に立った
運用を基本とし、運用コストを低減したポー
トフォリオの構築を行いつつ長期的にベンチ
マークを上回る投資成果を目指し、信託財産
の成長をはかることを目的とします。 

主要投資対象 日本株式を主要投資対象とします。 

当ファンドの 
運 用 方 法 株式への投資割合には、制限を設けません。

分 配 方 針 

毎決算時(原則として毎年３月17日および９
月17日)に、繰越分を含めた利子、配当収入
および売買益(評価益を含みます)の中から、
基準価額の水準、市況動向などを勘案して決
定します。収益分配金は税金を差引いた後、
自動けいぞく投資契約に基づいて自動的に無
手数料で全額再投資されます。 

 

 

 

 
メ ガ ト レ ン ド 
アバディーン・ジャパン・オープン 

 
 
 
 

運用報告書(全体版) 
第42期 

決算日：2018年９月18日
 
 
 
 

受益者のみなさまへ 
平素は格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げ
ます。 
さて、「アバディーン・ジャパン・オープン(愛
称：メガトレンド)」は、2018年９月18日に第42
期の決算を行いましたので、期中の運用状況をご
報告申し上げます。 
今後とも引続きお引立て賜りますようお願い申
し上げます。
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－ 1 － 

● 運用経過 
 
当期中の基準価額等の推移について 

フ ァ ン ド 
当ファンドは第42期の決算を迎え、基準価額は前期末の10,150円から当期末には10,108円、
値下がり額は42円、当期の騰落率は0.4％の下落となりました。 

ベンチマーク 
ベンチマークであるTOPIX(東証株価指数)の騰落率は2.3％の上昇となり、当ファンドの騰落
率はこれを2.7％下回りました。 

 

 

(注１) ベンチマーク(ファンドの運用を行うにあたって運用成果の評価基準又は目標基準とする指標)は、『ＴＯＰＩＸ(東証株価指数)』です。 
ベンチマークは、期首の値をファンドの基準価額と同一になるように指数化しています。 

(注２) 分配金再投資基準価額は、収益分配金(税引前)を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォ
ーマンスを示すものです。 

(注３) 分配金を再投資するかどうかについてはファンドおよび販売会社の取り決め、もしくはお客様がご利用のコースにより異なり、また、
ファンドの購入価額により課税条件も異なるので、上記の推移がお客様の損益の状況を示すものではありません。 

 

第 42 期 首 10,150円 

第 42 期 末 10,108円(既払分配金(税引前)０円)

騰  落  率 △0.4％(分配金(税引前)再投資ベース)

 

基準価額の主な変動要因 

上 昇 要 因 
｢ボトムアップ・アプローチ｣による銘柄選定を行い、海外での景気の堅調さを受けて海外売
り上げや事業展開の大きい銘柄等が基準価額の上昇要因になりました。 

下 落 要 因 
日本国内に顧客や販売の基盤を持つ企業が、好調な決算等にもかかわらず基準価額の停滞要
因になりました。為替も対米ドルではやや円安ながらも落ち着いた水準となりました。 
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最近５期の運用実績 

決   算   期 
基 準 価 額 

(分配落) 

 ＴＯＰＩＸ(東証株価指数)
株式組入 
比  率 

株式先物 
比  率 

純資産
総 額税込み

分配金
期 中
騰落率

(ベンチマーク)
期 中
騰落率

 円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

第38期(2016年９月20日) 8,288 0 0.7 1,316.97 △ 3.1 99.4 － 6,901

第39期(2017年３月17日) 9,330 0 12.6 1,565.85 18.9 98.1 － 5,596

第40期(2017年９月19日) 9,905 0 6.2 1,667.88 6.5 98.5 － 5,061

第41期(2018年３月19日) 10,150 0 2.5 1,719.97 3.1 99.1 － 4,500

第42期(2018年９月18日) 10,108 0 △ 0.4 1,759.88 2.3 98.3 － 4,202

(注１) 基準価額の騰落率は分配金込み。 
(注２) 株式先物比率は買建比率－売建比率。 
(注３) 純資産の単位未満は切捨て。騰落率及び各比率は小数第２位以下で四捨五入。 

 

 

当期中の基準価額と市況の推移 

年   月   日 基 準 価 額 
 ＴＯＰＩＸ(東証株価指数) 株式組入 

比  率 
株式先物 
比  率 騰 落 率 (ベンチマーク) 騰 落 率

(期   首) 円 ％ ％ ％ ％

2018年３月19日 10,150 － 1,719.97 － 99.1 －

３月末 10,238 0.9 1,716.30 △ 0.2 98.7 －

４月末 10,441 2.9 1,777.23 3.3 98.9 －

５月末 10,369 2.2 1,747.45 1.6 99.4 －

６月末 10,251 1.0 1,730.89 0.6 99.8 －

７月末 10,306 1.5 1,753.29 1.9 100.0 －

８月末 9,981 △ 1.7 1,735.35 0.9 100.5 －

(期   末)   

2018年９月18日 10,108 △ 0.4 1,759.88 2.3 98.3 －

(注１) 騰落率は期首比。 
(注２) 株式先物比率は買建比率－売建比率。 
(注３) 騰落率及び各比率は小数第２位以下で四捨五入。 
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最近５年間の基準価額等の推移について 

 

(注１) ベンチマーク(ファンドの運用を行うにあたって運用成果の評価基準又は目標基準とする指標)は、『ＴＯＰＩＸ(東証株価指数)』です。ベン
チマークは、2013年９月17日の値をファンドの基準価額と同一になるように指数化しています。 

(注２) 分配金再投資基準価額は、収益分配金(税引前)を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォー
マンスを示すものです。 

(注３) 分配金を再投資するかどうかについてはファンドおよび販売会社の取り決め、もしくはお客様がご利用のコースにより異なり、また、
ファンドの購入価額により課税条件も異なるので、上記の推移がお客様の損益の状況を示すものではありません。 

 
 

最近５年間の年間騰落率 

決 算 日 2013年９月17日 2014年９月17日 2015年９月17日 2016年９月20日 2017年９月19日 2018年９月18日

分配落ち基準価額 (円) 6,422 7,317 8,423 8,288 9,905 10,108

期間分配金合計(税引前)(円) － 0 0 0 0 0

分配金再投資基準価額騰落率 － 13.9％ 15.1％ △   1.6％ 19.5％ 2.0％

ベ ン チ マ ー ク 騰 落 率 － 10.4％ 14.3％ △  11.7％ 26.6％ 5.5％

純 資 産 総 額(百万円) 4,706 7,336 8,511 6,901 5,061 4,202
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投資環境について 

2018年４月は日経平均株価が３カ月ぶりに上昇し、２万2,000円台を回復しました。５月にも好調な企業決算を

好感し、米朝首脳会談開催の発表を受けて北朝鮮情勢の緊張が緩和したこともあり、日経平均株価は21日には２

万3,000円台を回復しました。しかし、６月には米国が対中制裁関税を決めたことなどから下落に転じました。そ

の後も中国が報復関税を行うなど貿易摩擦拡大への懸念から軟調な動きが継続しました。 

７月以降も米中貿易戦争がさらに過熱するなど悪材料もあり、為替市場で円安気味の動きから上昇傾向となり

ましたが、日経平均株価は２万3,000円を意識した動きから上値は抑えられました。８月には４－６月期企業決算

は前年比２桁増となるなど堅調だったことから株価の押し上げ要因となりましたが、トルコリラの急落を受けて

安全資産としての円買い圧力が強まりました。一時１米ドル＝109円台を付けるなど中旬にかけて円がジリ高の展

開となりましたが、８月末にかけては取引時間中に２万3,000円台を回復しました。９月の株式市場は、上旬の低

迷から中旬にかけて盛り返しています。 

 

ポートフォリオについて 

当ファンドでは、ボトムアップ・アプローチによる銘柄選択を行い、個別銘柄を積み上げてポートフォリオの

構築に努めました。当期における主要な取引において、３月のポートフォリオ変更については、住宅建設銘柄を

売却しました。事業環境に不透明感が高まっている中、経営陣の質に対してもエンゲージメントの過程において

信頼性が損なわれたことが売却の理由です。４月は収益性改善に向けた構造改革を推進中の飲料銘柄と、工場自

動化による恩恵が期待される機械加工製品銘柄を新規に買い付けました。５月は事業環境の先行きに不透明感が

高まる中、ガバナンスに関しても疑問符が付された地銀銘柄を全売却しました。 

６月は、法令改正や省エネ意識の向上による恩恵が期待され冷蔵庫を中心とする業務用厨房機器メーカー銘柄

と、ＩＴ化の更なる進展に伴い利益向上が期待され中小企業向けサービス提供に強みを有するソリューション・

プロバイダー銘柄を新規に組み入れました。７月は、事業環境及びガバナンスにおける不透明感が高まるもう一

方の地銀銘柄を全売却しました。 
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当期の組入上位10業種の推移 (対純資産総額比) 
 2018年３月19日 2018年３月30日 2018年４月27日 2018年５月31日 

順位 業種名 組入比率 業種名 組入比率 業種名 組入比率 業種名 組入比率

１ 電気機器 17.6％ 電気機器 17.3％ 電気機器 16.9％ 電気機器 16.6％

２ 機械 15.9％ 機械 15.3％ 化学 15.6％ 化学 16.2％

３ 化学 14.7％ 化学 14.8％ 機械 15.2％ 機械 14.9％

４ 情報・通信業 8.8％ 情報・通信業 8.7％ 情報・通信業 8.3％ 情報・通信業 8.0％

５ 輸送用機器 7.7％ 輸送用機器 7.7％ 輸送用機器 7.2％ 小売業 7.4％

６ 小売業 6.5％ 小売業 6.5％ 小売業 6.4％ 輸送用機器 7.0％

７ その他製品 5.2％ その他製品 5.6％ その他製品 6.0％ その他製品 6.9％

８ 医薬品 4.6％ その他金融業 4.5％ 食料品 4.8％ 医薬品 5.5％

９ その他金融業 4.4％ 医薬品 4.5％ 医薬品 4.7％ 食料品 4.9％

10 食料品 4.4％ 食料品 4.4％ その他金融業 4.6％ その他金融業 4.3％

 

 2018年６月29日 2018年７月31日 2018年８月31日 2018年９月18日 

順位 業種名 組入比率 業種名 組入比率 業種名 組入比率 業種名 組入比率

１ 電気機器 17.1％ 電気機器 17.1％ 電気機器 17.2％ 電気機器 16.8％

２ 機械 15.8％ 機械 16.8％ 機械 17.2％ 機械 16.5％

３ 化学 15.2％ 化学 15.8％ 化学 14.7％ 化学 13.3％

４ 情報・通信業 8.1％ 情報・通信業 8.9％ 情報・通信業 8.9％ 情報・通信業 9.5％

５ 小売業 7.6％ 小売業 7.3％ 輸送用機器 7.5％ その他製品 7.8％

６ 輸送用機器 7.2％ 輸送用機器 7.2％ 小売業 7.3％ 輸送用機器 7.1％

７ その他製品 6.8％ その他製品 6.4％ その他製品 7.0％ 医薬品 7.0％

８ 医薬品 5.5％ 医薬品 5.6％ 医薬品 6.2％ 小売業 7.0％

９ 食料品 5.1％ 食料品 5.0％ 食料品 4.4％ その他金融業 4.2％

10 その他金融業 4.3％ その他金融業 4.1％ その他金融業 4.2％ 食料品 4.1％

 

組入上位10銘柄 
前期末 (2018年３月19日現在) 

順位 銘   柄 
純資産 
比率 
(％) 

業 種 

１ 信越化学工業 6.0 化学 

２ キーエンス 4.9 電気機器 

３ シスメックス 4.4 電気機器 

４ マキタ 3.9 機械 

５ ファナック 3.9 電気機器 

６ アマダホールディングス 3.7 機械 

７ セブン＆アイ・ホールディングス 3.6 小売業 

８ ヤフー 3.6 情報・通信業

９ 資生堂 3.5 化学 

10 ナブテスコ 3.4 機械 

 

当期末 (2018年９月18日現在) 

順位 銘   柄 
純資産 
比率 
(％) 

業 種 

１ キーエンス 4.9 電気機器 

２ シスメックス 4.9 電気機器 

３ 信越化学工業 4.8 化学 

４ ダイキン工業 4.3 機械 

５ ピジョン 4.3 その他製品 

６ マキタ 3.9 機械 

７ 塩野義製薬 3.7 医薬品 

８ ＫＤＤＩ 3.6 情報・通信業

９ セブン＆アイ・ホールディングス 3.6 小売業 

10 ヤマハ 3.5 その他製品 
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ベンチマークとの差異について 

ベンチマークであるTOPIX(東証株価指数)の騰落率

は2.3％の上昇となり、当ファンドの騰落率はこれを

2.7％下回りました。 

当期においてファンドのパフォーマンスにプラスに

寄与した銘柄は、 

■ ピジョン：育児用品銘柄においては、国内インバウ

ンド需要に対する懸念から株価が軟調に推移した局

面もありましたが、ハイエンド商品を軸に中国を中

心とする海外市場において引き続き高い需要。 

■ 資生堂：化粧品国内大手であり、化粧品インバウン

ド需要は根強いが伸び率は緩やかになっており、高

価格帯での強みに高い評価。 

 

一方でマイナスに寄与した銘柄は、 

■ ナブテスコ：産業ロボット用精密減速機で世界シェア６割を占めるが、競争激化や価格下落リスクが今後の懸念

事項となって株価プレミアムが低下。 

■ ルネサスエレクトロニクス：車載用の半導体メーカーで世界大手。官民ファンドの産業革新機構が保有株式を更

に売却との報道や、８月には決算発表が嫌気されて一時10％超安の下落。 

 
分配金について 

期末の基準価額の水準を勘案し、当期の収益分配を見送らせて頂きました。なお、収益分配に充てなかった利

益は信託財産に留保し、留保益の運用については、特に制限を設けず、元本部分と同一の運用を行います。 

 

分配原資の内訳 (単位:円･％、１万口当たり･税引前) 

項     目 
第42期 

(2018年３月20日～2018年９月18日) 

当期分配金 － 

(対基準価額比率) －％

 当期の収益 － 

 当期の収益以外 － 

翌期繰越分配対象額 3,506 
 
(注１) ｢当期の収益｣は｢経費控除後の配当等収益｣および｢経費控除後・繰越欠損補填後の売買益(含､評価益)｣から分配に充当した金額です｡また、

｢当期の収益以外｣は｢収益調整金｣および｢分配準備積立金｣から分配に充当した金額です。 

(注２) 円未満は切捨てており、｢当期の収益｣と｢当期の収益以外｣の合計が｢当期分配金｣(税引前)に合致しない場合があります。 

(注３) 当期分配金の｢対基準価額比率｣は当期分配金(税引前)の期末基準価額(分配金込み)に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。 

  

△ 0.4
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-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

ファンド ベンチマーク

基準価額とベンチマークの対比（騰落率）
(％)

2018年３月20日－2018年９月18日
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● 今後の運用方針について 
 

日本株式を主要投資対象とし、グローバルな視点に立って日本の株式市場の大きな流れを捉え、企業訪問等を

中心とした徹底した調査・分析に基づき個別銘柄を選別するボトムアップ・アプローチによるアクティブ運用を

引き続き行います。 

2018年４-６月期企業決算は前年比２桁増となるなど堅調だったことから株価の押し上げ要因となりましたが、

米中貿易摩擦への警戒感が根強く上値の重い展開となっています。日経平均株価は２万2,000円台を中心に推移し

ておりますが、マクロ経済の影響を受けにくく、成長持続が可能なビジネスモデルを持つ企業の発掘と投資に注

力します。引き続き、質の高い銘柄を選択することがとても重要であると考えます。 

 

 

● お知らせ 
 
◇ファンド名称の変更のお知らせ 

当ファンドにつきまして、投資信託約款の変更を行いファンドの名称を変更させていただくこととなりました

ので、お知らせ申し上げます。 

 

変 更 対 象 フ ァ ン ド 
変更予定日 

変 更 前 変 更 後 

アバディーン・ジャパン・オープン 
（愛称：メガトレンド） 

アバディーン・スタンダード・ジャパン・オープン 
（愛称：メガトレンド） 

2018年12月15日

 

なお、今般のファンド名称変更は、アバディーン・スタンダード・インベストメンツ・グループのブランディ

ングの統一を図るために行われるものであり、当ファンドの運用方針や運用体制等につきましては変更ございま

せん。 

本お知らせに関しまして、受益者の皆様のお手続きは不要です。 

 

 

当報告書はアバディーン・スタンダード・インベストメンツ株式会社独自の分析に基づき作成したものです。信
頼できる情報に基づき作成しておりますが、情報の正確性が保証されるものではありません。当報告書で示した
見通しおよび分析結果等については、予告なく変更する場合があります。また、当報告書中の過去の収益率等は、
将来の投資成果を保証するものではありません。 
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● その他の詳細な情報 
 
１万口当たりの費用明細 

項    目 

第42期 

(2018年３月20日～2018年９月18日) 項目の概要 

金額 比率 

平 均 基 準 価 額 10,264円 － 期中の平均基準価額です。 

(a)信 託 報 酬 83円 0.808％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 

(委 託 会 社) (  37) (0.360) 委託した資金の運用の対価 

(販 売 会 社) (  40) (0.390) 情報提供、各種書類の送付、口座内でのファンドの管理お
よび事務手続き等の対価 

(受 託 会 社) (   6) (0.058) 運用財産の管理、委託会社からの指図の実行の対価 

(b)売 買 委 託 手 数 料 1 0.010 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に
支払う手数料 

(株      式) (   1) (0.010)  

(c)そ の 他 費 用 1 0.010 その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

(監 査 費 用) (   1) (0.010) 監査費用は、監査法人に支払うファンド監査に係る費用 

合    計 85 0.828  

(注１) 費用(消費税等のかかるものは消費税等を含む)は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。 
(注２) ｢比率｣欄は１万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。 
(注３) 項目毎に円未満は四捨五入し、単位未満は０円と表示しています。 
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期中の売買及び取引の状況 (2018年３月20日から2018年９月18日まで) 
株 式 

 
買    付 売    付 

株  数 金  額 株  数 金  額 

国
内 

上     場 
千株 千円 千株 千円

121 511,788 373 820,620

(注１) 金額は受渡し代金。 
(注２) 単位未満は切捨て。 

 
株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合 

項      目 当      期 

(a) 期 中 の 株 式 売 買 金 額 1,332,408千円 

(b) 期 中 の 平 均 組 入 株 式 時 価 総 額 4,411,494千円 

(c) 売 買 高 比 率 (a)／(b) 0.30 

(注１) (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 
(注２) 単位未満は切捨て。 
(注３) 売買高比率は小数第３位以下で切捨て。 
 
 
主要な売買銘柄 (2018年３月20日から2018年９月18日まで) 

株 式 

当             期 

買     付 売     付 

銘   柄 株 数 金 額 平均単価 銘   柄 株 数 金 額 平均単価

 千株 千円 円  千株 千円 円

大 塚 商 会 ( 日 本 ) 16.8 74,475 4,433 大 東 建 託 ( 日 本 ) 6.5 106,319 16,356

コカ・コーラ ボトラーズジャパンホールディングス(日本) 15.0 68,819 4,587 ス ル ガ 銀 行 ( 日 本 ) 54.9 75,570 1,376

ミスミグループ本社(日本) 20.9 63,707 3,048 資 生 堂 ( 日 本 ) 7.0 60,618 8,659

ホ シ ザ キ ( 日 本 ) 5.0 56,967 11,393 コンコルディア・フィナンシャルグループ(日本) 92.5 50,588 546

塩 野 義 製 薬 ( 日 本 ) 7.1 41,748 5,880 ヤ フ ー ( 日 本 ) 95.0 36,985 389

ヤ マ ハ ( 日 本 ) 6.2 34,362 5,542 信 越 化 学 工 業 ( 日 本 ) 3.5 36,367 10,390

シ ス メ ッ ク ス ( 日 本 ) 3.3 32,395 9,816 シ ス メ ッ ク ス ( 日 本 ) 3.5 33,321 9,520

スタートトゥデイ (日本 ) 9.0 31,716 3,524 カ ル ビ ー ( 日 本 ) 8.2 30,585 3,729

ナ ブ テ ス コ ( 日 本 ) 7.6 26,783 3,524 日 本 た ば こ 産 業 ( 日 本 ) 9.5 28,488 2,998

Ｋ Ｄ Ｄ Ｉ ( 日 本 ) 5.5 16,255 2,955 セブン＆アイ・ホールディングス(日本) 6.0 28,357 4,726

(注１) 金額は受渡し代金。 
(注２) 金額の単位未満は切捨て。 

 

利害関係人との取引状況等 (2018年３月20日から2018年９月18日まで) 
期中における利害関係人との取引はありません。 

※ 利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人です。   
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組入資産の明細 (2018年９月18日現在) 
国内株式 

銘   柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株 数 株 数 評価額 

 千株 千株 千円

建設業(0.0％)   

大東建託 6.5 － －

食料品(4.1％)   

カルビー 19.5 11.3 40,680

コカ・コーラ ボトラーズジャパンホールディングス － 10.5 31,920

日本たばこ産業 42.5 33 98,653

化学(13.5％)   

信越化学工業 24.5 21 202,629

日本ペイントホールディングス 27 29 121,075

関西ペイント 25.7 20 41,740

資生堂 25 18 141,084

マンダム 17.5 14.7 51,376

医薬品(7.2％)   

塩野義製薬 14.9 22 156,728

中外製薬 23 20.5 138,990

機械（16.8％）   

アマダホールディングス 126.5 114 130,302

ナブテスコ 34.4 42 119,616

小松製作所 20.5 13 41,119

ダイキン工業 12.5 12 181,500

ホシザキ － 5 56,000

マキタ 32.8 32 165,760

電気機器(17.0％)   

ルネサスエレクトロニクス 78 92.3 69,871

キーエンス 3.3 3.3 204,501

シスメックス 21 20.8 203,840

スタンレー電気 28.2 30 112,800

ファナック 6.5 5.2 113,230

輸送用機器(7.3％)   

デンソー 21 22 124,080

トヨタ自動車 9.9 9.1 63,336

本田技研工業 25.5 17.8 58,455

シマノ 4 2.9 53,534

 

銘   柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株 数 株 数 評価額 

 千株 千株 千円

精密機器(0.2％)   

朝日インテック － 1.8 8,847

その他製品(7.9％)   

ヤマハ 19.6 24.6 145,140

ピジョン 32.5 30 180,900

陸運業(2.1％)   

東日本旅客鉄道 11 8.3 86,776

情報・通信業(9.6％)   

ヤフー 321 226 88,592

大塚商会 － 16.8 68,376

ＫＤＤＩ 52.5 49 152,145

ＳＣＳＫ 20.3 16.5 89,265

卸売業(1.5％)   

ミスミグループ本社 － 20.9 60,965

小売業(7.2％)   

スタートトゥデイ 16 22.5 72,000

ウエルシアホールディングス － 0.2 1,178

セブン＆アイ・ホールディングス 36 30 150,000

ニトリホールディングス 4.5 4.3 72,111

銀行業(0.0％)   

コンコルディア・フィナンシャルグループ 92.5 － －

スルガ銀行 54.9 － －

その他金融業(4.3％)   

イオンフィナンシャルサービス 35 31 70,742

日本取引所グループ 61 54 105,192

サービス業(1.3％)   

ユー・エス・エス 28 25.9 54,674

合 計
株 数 ・ 金 額 1,434 1,183 4,129,725

銘 柄 数 < 比 率 > 38 41 <98.3％>

(注１) 銘柄欄の(  )内は、国内株式の評価総額に対する各業種の比率。 
(注２) 評価額の単位未満は切捨て。 
(注３) 評価額欄の<  >内は、純資産総額に対する評価額(単位未満切

捨て)の比率。 
(注４) －印は組入れなし。 
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投資信託財産の構成 (2018年９月18日現在) 

項       目 
当     期     末 

評  価  額 比     率 

 千円 ％

株 式 4,129,725 97.3

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 112,560 2.7

投 資 信 託 財 産 総 額 4,242,285 100.0

(注) 評価額の単位未満は切捨て。 

 

資産、負債、元本および基準価額の状況 
(2018年９月18日現在) 

項     目 当 期 末 

(A) 資 産 4,242,285,331円

 コ ー ル ・ ロ ー ン 等 62,656,168 

 株     式(評価額) 4,129,725,000

 未 収 入 金 47,020,813 

 未 収 配 当 金 2,883,350 

(B) 負 債 39,783,679 

 未 払 金 2,484,801 

 未 払 解 約 金 1,061,266 

 未 払 信 託 報 酬 35,805,449 

 未 払 利 息 163 

 そ の 他 未 払 費 用 432,000 

(C) 純 資 産 総 額 ( Ａ － Ｂ ) 4,202,501,652 

 元 本 4,157,660,646 

 次 期 繰 越 損 益 金 44,841,006 

(D) 受 益 権 総 口 数 4,157,660,646口

 １万口当たり基準価額 ( Ｃ ／ Ｄ ) 10,108円

<注記事項(当運用報告書作成時点では監査未了です。)> 
(注１)  期首元本額 4,433,541,609円 

期中追加設定元本額 69,488,707円 
期中一部解約元本額 345,369,670円 
１口当たり純資産額 1.0108円 

(注２) 当期末における未払信託報酬(消費税等相当額を含む)の簡便
法による内訳は、「１万口当たりの費用明細｣をご覧ください。 

損益の状況 
当期 (2018年３月20日から2018年９月18日まで) 

項     目 当   期 

(A)配 当 等 収 益 41,635,113円

受 取 配 当 金 41,644,352 

そ の 他 収 益 金 1,978 

支 払 利 息 △          11,217 

(B)有 価 証 券 売 買 損 益 △      24,671,905 

売 買 益 336,574,490 

売 買 損 △     361,246,395 

(C)信 託 報 酬 等 △      36,237,449 

(D)当 期 損 益 金 ( Ａ ＋ Ｂ ＋ Ｃ ) △      19,274,241 

(E)前 期 繰 越 損 益 金 806,736,589 

(F)追 加 信 託 差 損 益 金 △     742,621,342 

( 配 当 等 相 当 額 ) (       645,715,217)

( 売 買 損 益 相 当 額 ) (△   1,388,336,559)

(G)  計   ( Ｄ ＋ Ｅ ＋ Ｆ ) 44,841,006 

(H)収 益 分 配 金 0 

次期繰越損益金 ( Ｇ ＋ Ｈ ) 44,841,006 

追 加 信 託 差 損 益 金 △     742,621,342 

( 配 当 等 相 当 額 ) (       645,715,217)

( 売 買 損 益 相 当 額 ) (△   1,388,336,559)

分 配 準 備 積 立 金 812,134,253 

繰 越 損 益 金 △      24,671,905 

(注１) 損益の状況の中で(B)有価証券売買損益は､期末の評価換えによ
るものを含みます。 

(注２) 損益の状況の中で(C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税
等相当額を含めて表示しています。 

(注３) 損益の状況の中で(Ｆ)追加信託差損益金とあるのは、信託の追
加設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額
分をいいます。 

(注４) 当期における信託報酬(消費税等相当額を含む)の簡便法によ
る内訳は、「１万口当たりの費用明細｣をご覧ください。 

(注５) 分配金の計算過程 
計算期間末における費用控除後の配当等収益(5,397,664円)、
費用控除後に繰越欠損金を補填した有価証券売買等損益(０
円)、信託約款に規定される収益調整金(645,715,217円)及び
分配準備積立金(806,736,589円 )より分配対象収益は
1,457,849,470円(１万口当たり3,506円)でありますが、分配
を行っておりません。 

 


